
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した
事業の実施状況（令和６年度完了事業分）

１ 令和６年度完了事業

２ 成果目標に対する実施結果

○主な達成事業の実績 （成果目標：計画値→実績値）

・ 県内中小ものづくり企業振興事業

（製造業海外取引支援事業）

（商談件数：30件／年→74件／年）

・ 「稼ぐ力」を向上するスマート農業導入促進事業

（スマート農業技術の導入件数：1,700件→1,717件）

・ 「稼ぐ力」を引き出すスマート林業推進事業

（再造林等のスマート化支援事業）

（再造林面積：1,200ha→1,242ha）

※ 「その他」は，実績値集計中の事業等。
※ 一部，複数の事業で同じ成果目標を設定しているものがある。
※ 複数の成果目標を設定している事業について，１つでも未達
成の目標があれば「未達成」に計上。
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29,362,73329,362,73333
・エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯
支援

641,838,184158,388,184483,450,000211
・消費下支え等を通じた生活者
支援

7,367,0007,367,00011
・省エネ家電等への買い換え促
進による生活者支援

495,801,999495,801,99988
・医療・介護・保育施設、学校施
設、公衆浴場等に対する物価
高騰対策支援

1,068,117,8361,068,117,83688
・農林水産業における物価高騰
対策支援

1,470,014,2971,470,014,2971616
・中小企業等に対するエネル
ギー価格高騰対策支援

1,494,851,7411,494,851,74199
・地域公共交通・物流や地域観
光業等に対する支援

522,298,620331,769,620190,529,000321
・推奨事業メニュー例よりも更
に効果があると判断する地方
単独事業

5,729,652,4105,055,673,410673,979,00050482合 計



○ エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

物価高騰等に伴う学校給食費等の増額分や子ども食堂の運営の必要経費の一部等へ支援を行うことにより，
物価高騰による小中学生の保護者の負担軽減が図られた。

・ 県立学校給食費等支援事業 ・ 離島地域子ども通院費等支援事業
・ 子ども食堂物価高騰対策事業

○ 消費下支え等を通じた生活者支援

LPガス価格が高止まりで推移している状況に鑑み，値引き期間を延長することにより，価格高騰により増大す
る一般家庭等の負担を軽減が図られた。

・ LPガス使用世帯等支援事業（※） （※）令和５年度実施計画にも掲載されている事業

３ 実施状況

○ 医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

国が定める公定価格等により運営を行っている医療機関や社会福祉施設等に対し，特別高圧での受電やＬＰ
ガス使用に係る経費及び食材費の価格高騰分の一部等を支援することにより，負担の軽減等が図られた。

・ 医療機関物価高騰対策支援事業 ・ 児童養護施設等物価高騰対策支援事業
・ 介護サービス事業所等物価高騰対策支援事業 他５事業

○ 農林水産業における物価高騰対策支援

燃料油や飼料等の価格高騰に対し，事業者の負担経費の一部を支援することにより，事業者の負担軽減や
経営安定化が図られた。

・ 茶・施設園芸燃油高騰対策緊急支援事業 ・ 配合飼料価格高騰対策緊急支援事業
・ 漁業用燃油価格高騰緊急対策事業 他５事業

○ 中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援

県内中小企業等の物価高騰等の事業環境変化への対応を促進するため，デジタル技術の導入等の支援に
より，自動化，省力化等の生産性の向上が図られた。

・ サービス業生産性向上・販路開拓支援事業 ・ ものづくり中核企業生産革新支援事業
・ 食品関連製造業生産工程自動化・省力化等支援事業 他14事業

○ 地域公共交通・物流や地域観光業等に対する支援

燃料油価格高騰により厳しい経営環境にある交通事業者等に対し，燃料油購入等の負担軽減支援を行うこと
により，安定的な運行継続が図られた。

・ 地域公共交通燃料油価格高騰対策事業 ・ 広域物流安定化促進事業
・ 志布志・大阪航路利用促進特別事業 他６事業

○ 推奨事業メニュー例よりも更に効果があると判断する地方単独事業

国の支援対象外となっており，電力使用量が特に多い特別高圧で受電する事業者の電気料金の支援を行う
ことにより事業者の負担軽減が図られたとともに，物価高の影響を受けた公の施設への支援を実施することに
より，県民等への安定的なサービスの提供が図られた。

・ 鹿児島県特別高圧受電者支援事業（※） ・ 県有施設光熱水費高騰分への支援
（※）令和５年度実施計画にも掲載されている事業

○ 省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

離島において，電気自動車等を購入する個人及び法人に対し必要経費の一部を補助し，電気自動車等の普
及促進が図られた。

・ 離島における電気自動車等購入支援事業


